　　　○自然公園施設管理規則（昭和五十一年広島県規則第三十一号）
改　正　後
改　正　前

　（趣旨）

第一条　この規則は、自然公園施設（以下「公園施設」という。）の管理に関して必要な事項を定めるものとする。
　（趣旨）

第一条　この規則は、自然公園施設（以下「公園施設」という。）の管理に関して必要な事項を定めるものとする。

　（利用時間等の周知）

第二条　指定管理者は、自然公園施設の設置及び管理に関する条例（昭和五十一年広島県条例第二号。以下「条例」という。）第十一条又は第十二条の規定により、公園施設の施設及び設備（以下「施設等」という。）の利用時間を変更し、又は施設等の全部若しくは一部を休業する場合は、あらかじめ、その旨を施設等に掲示する等周知のために必要な措置を講じなければならない。
　（利用時間及び供用の休止等）

第二条　公園施設のうち、別表の上欄に掲げるもの（以下「特定施設」という。）の利用時間は、同表下欄に掲げるとおりとする。
２　知事は、やむを得ない理由があるときは、公園施設の全部又は一部の供用を休止し、又は特定施設の利用時間を臨時に変更することができる。

　（届出）

第三条　条例別表第一の下欄に掲げるキャンプ場において野営をしようとする者は別記様式第一号による届出書により知事に、条例別表第二（牛小屋高原公園施設を除く。）の下欄に掲げるキャンプ場において野営をしようとする者は別記様式第二号による届出書により指定管理者に、届け出なければならない。


（行為の許可の申請等）

第四条　条例第六条の規定により行為の許可を受けようとする者は、その目的、内容、実施場所、実施方法、実施期間、申請者の住所及び氏名並びに現場責任者の住所及び氏名を記載した許可申請書を条例別表第一に掲げる公園施設にあつては知事に、条例別表第二に掲げる公園施設にあつては指定管理者を経由して知事に、提出しなければならない。
２　知事は、条例別表第二に掲げる公園施設に係る前項の許可をしたときは、指定管理者を経由して申請者に対し、許可書を交付する。


（利用の申込み）

第五条　条例別表第三に掲げるシャワーを除く施設等を利用しようとする者（以下「利用申込者」という。）は、別記様式第三号による利用申込書を指定管理者に提出し、その許可を受けなければならない。


（利用許可書の交付等）

第六条　指定管理者は、前条の許可をしたときは、利用申込者に対し、別記様式第四号による利用許可書を交付するものとする。

２　利用許可書は、シャワーを除く施設等を利用する際、必ず携帯し、係員の請求があるときは、これを提示しなければならない。


（利用料金の周知）

第七条　指定管理者は、条例第十三条第一項の規定により知事の承認を受けて利用料金の額を定めたときは、施設等に掲示する等周知のために必要な措置を講じなければならない。


（利用料金の返還）

第八条　条例第十三条第三項ただし書の規定により、指定管理者は、施設等の利用許可を受けた者がその責めに帰することができない理由により利用することができない場合は、当該利用料金の全額を返還する。

２　前項の規定により利用料金の返還を受けようとする者は、別記様式第五号による利用料金返還申請書に第五条第一項の利用許可書を添えて指定管理者に提出しなければならない。


（利用料金の減免）
第九条　条例第十四条の規定により、別表上欄に掲げる者が同表中欄に掲げる施設等を利用する場合の利用料金は、同表下欄に掲げる額を減じた額とする。
２　前項の規定により算定した減額後の利用料金の額に十円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。
　（利用料金の減免）

第三条　自然公園施設の設置及び管理に関する条例（昭和五十一年広島県条例第二号。以下「条例」という。）第五条第二項の規定により、知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用料金を減免することができる。

　一　身体障害者手帳の交付を受けている者が利用するとき。

　二　戦傷病者手帳の交付を受けている者が利用するとき。

　三　療育手帳の交付を受けている者が利用するとき。

　四　精神障害者保健福祉手帳（障害者手帳）の交付を受けている者が利用するとき。

　五　教育又は訓練を目的として、小学校児童、中学校生徒又は高等学校生徒が十人以上の団体で利用するとき。

　六　その他知事が特に必要と認めたとき。

（利用料金の減免申請）

第十条　条例第十四条第一号から第四号までの規定により利用料金の減額を受けようとする者は、該当することを証する書類を指定管理者に提示しなければならない。

２　条例第十四条第五号及び第六号の規定により利用料金の減免を受けようとする者は、別記様式第六号による利用料金減免申請書を指定管理者に提出し、その承認を受けなければならない。
　（利用料金の減免申請）

第四条　前条第一号から第四号の規定により利用料金の減免を受けようとする者は、該当することを証する書類を提示しなければならない。

２　前条第五号又は第六号の規定により利用料金の減免を受けようとする者は、利用料金減免申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
　

（遵守事項）

第十一条　条例第十六条第一項第五号に規定する知事が定める事項は、次のとおりとする。
　一　広場、園地及びキャンプ場に車両を乗り入れないこと。
二　道路に駐車しないこと。
　三　キャンプ場及びオートキャンプ場以外の場所で野営しないこと。

　

　四　指定の場所以外の場所でたき火又は炊さんをしないこと。

五　指定の場所以外の場所にごみその他の汚物又は廃物を捨て又は放

　　置しないこと。
　六　他人に対し著しく粗野な行為その他の行為をして迷惑をかけないこと。

　七　駐車場において、他の車両の駐車を妨げないこと。

　八　駐車場において、みだりに火気を使用しないこと。

　九　駐車場において、みだりに騒音を発しないこと。

　十　発火、引火又は爆発のおそれのある物品を大量に積載した車両を駐車しないこと。
　十一　その他公園施設の管理及び運営上支障となる行為をしないこと。
　（遵守事項）

第五条　条例第七条第三号に規定する知事が定める事項は、次のとおりとする。
　一　広場、園地及び野営場に車両を乗り入れないこと。

二　道路に駐車しないこと。ただし、知事が特にやむを得ないと認めた場合は、この限りでない。
　三　野営場及びオートキャンプ場以外の場所で野営しないこと。
　四　便所以外の場所で大小便をし、又はこれをさせないこと。
　五　指定の場所以外の場所でたき火又は炊さんをしないこと。

　六　指定の場所以外の場所にごみその他の汚物又は廃物を捨て又は放置しないこと。
　七　他人に対し著しく粗野その他の行為で迷惑をかけ、又は著しく静穏を害し、若しくはけん騒にわたる行為をしないこと。

　八　その他公共の保安、衛生、風紀上障害となる行為をしないこと。

　
　（行為の許可）

第六条　公園施設において次に掲げる行為をしようとする者は知事の許可を受けなければならない。

　一　行商、募金、宣伝その他これに類する行為を行うこと。

　二　興行、展示会その他これに類する催しを行うこと。

２　前項の許可を受けようとする者は、あらかじめ別記様式による許可申請書を知事に提出しなければならない。


　（野営場等の利用）

第七条　野営場において野営をしようとする者は、あらかじめ知事に届け出なければならない。

２　前項の届け出があつたときは、知事又は当該職員は、野営場の利用に関し必要な事項を指示することができる。

３　オートキャンプ場又はケビンを利用しようとする者は、あらかじめ知事に申し込み、その承認を受けなければならない。


　（駐車場における禁止行為）

第八条　駐車場においては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。

　一　他の車両の駐車を妨げること。

　二　みだりに火気を使用すること。

　三　みだりに騒音を発すること。

　四　前各号のほか駐車場の管理上支障を及ぼすおそれがあると知事が認める行為をすること。


　（公園利用の拒否等）
第九条　知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、公園施設の利用を拒否し若しくは利用の承認を取り消し、又は公園施設の外へ退去することを命ずることができる。

　一　条例第七条第一号又は第二号に掲げる行為をした者

　二　第五条各号に掲げる行為をした者
　三　第六条の規定による許可を受けないで同条第一項の各号のいずれかに該当する行為をした者

　四　前条各号に掲げる行為をした者
　五　正当な理由なくして知事又は当該職員の指示に従わなかつた者


　（駐車の拒否）

第十条　知事は、発火、引火又は爆発のおそれのある物品を大量に積載している車両の運転者又は当該車両の管理について責任がある者に対し、駐車場における駐車を拒否し、又は公園施設の外ヘ退去することを命ずることができる。


　（原状回復義務）

第十一条　公園施設を利用した者は、利用終了後速やかにその施設を原状に復さなければならない。


（損害賠償義務）

第十二条　公園施設をき損し、又は滅失した者は、それによつて生じた損害を賠償しなければならない。
２　県は、第九条の規定による利用承認の取消しその他の処分により、利用者に損害を与えることがあっても、これに対して賠償する義務を負わない。
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